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合計 平均年齢

平成１８年

［事業の概要］

30 9 0

当期常勤職員
の年齢構成

２０代以下

設立年月日

1 茨城県

主　　な
出資者

その他

3

5

4

2

団体

企画部  企画課

029-301-2532

kikaku7@pref.ibaraki.lg.jp

資本金（基本財産）

代　　表　　者　　名

所　　   在   　　地

平成元年１０月３０日

所管部（局）課

電　　話　　番　　号

Ｅ-mailアドレス　

（株）鈴木製作所

出資額出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

日本ボンコート（株）

理事長　江崎　玲於奈 （非常勤）

水戸市笠原町９７８番６

http://www.i-step.org/

35,400 千円

ホームページＵＲＬ

出資順位

つくばサイエンスアカデミーと連携した，「テクノロジー
ショーケース」の共同開催，「つくばサイエンスツアー事
業」，「サイエンスカフェ開催事業」等

98.0

0.8

0.6

34,700

300

200

0.0

200

シバタグラス（株）

千円

千円

平成１8年度事業費

千円

323,626

内　　　　　　　　　　　　容

0.6

日本全国においてナノテク分野を対象とする「江崎玲於
奈賞」、茨城県内において科学技術全般を対象とする
「つくば賞」・「つくば奨励賞」を授与する顕彰事業

３０代 ４０代 平均勤続年数

12
35

０４整理番号

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１８年７月１日現在

　

　

財団法人茨城県科学技術振興財団

設　立
目　的

   当財団は、民法第３４条に基づき、本県における科学技術の基礎的創造的な研究開発の推進及び研
究体制の強化を促進し、もって県内の科学技術の振興に寄与するとともに、県内産業の高度化を推進
することを目的とし、平成元年に設立された法人である。

事　　　業　　　名

21,797

51,611

1

５０代以上

職員

管理職

0.0

事業３

研究開発奨励事
業

 つくば国際会議場
管理運営事業

一般会計事業

事業１

事業２

つくば国際会議場の管理運営委託業務

1



［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

負債

正味財産

［平成１７年度の補助金等の目的・内容等］

46,316

損失補償・債務保証

606,136555,569

31%

　

58%

　

55,072

委託金

①県委託金(つくばサイエンスツアー事業)
②つくば国際会議場管理運営事業委託金
③コンベンション開催支援事業委託金(つくば国際会議場)

貸付金
①創造的企業創出支援融資資金借入金(預託原資)

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金

①県補助金(同財団が行う研究交流事業等への補助
②県補助金(研究開発奨励事業：つくば賞事業への補助金)

（単位：千円）

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

583,578586,678

537,229

182,470

272,854

153,503

（単位：千円）

補助金

委託金

10,133 10,692 12,000

547,820489,805

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

流動資産

固定資産

　　計

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

　

537,091

47%

608,068
財政的関与の割合（％）

546,977

0

区　　　　分

事業収入

事業外収入

事業支出

729,447

205,648

523,799

0

189,213

60,844

0

145,701

1,186,075

1,185,722

00

28,967

244,786

215,819

29,000

28,96728,967

555,510

775,891

219,134

556,757

92,813

124,524

△ 36,601

160,246

828,364

583,578

546,977583,578

49,449

586,678

353

967,302

586,678

△ 1,853

127,362

△ 3,100

12,484 △ 4,890

604

182,288

604

930,337

1,726,246

862,3051,725,642

128,609

566

566

164,501

861,018

851,758

9,260

862,871

353

平成１６年度 平成１７年度平成１５年度

1,181,185

1,170,278

10,907

1,738,730

1,720,473

18,257

財団法人茨城県科学技術振興財団
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［評点集計］

健全性 10

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

4

評価項目数

4

5

評点

3

8

6

得点率

37.5%

57.1%

75.0%

満点

8

14

8

公益法人会計用
財団法人茨城県科学技術振興財団

警　戒　指　標

効率性

合計

6 40

32

102

-2

21

9

32 20.6%

 

15.0%

-6.3%

《評価の視点》

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
   県内科学技術の振興
のため，当財団の限ら
れた予算の中で， 大
の効果を上げるべく，基
礎的，創造的な研究開
発の推進や科学技術の
交流支援事業等を実施
している。特に県民の科
学技術への関心を醸成
するための催しは計画
的に実施しており，会場
で得られたアンケート結
果を事業に反映させる
よう，努力している。

   県内において優れた研究
成果を挙げた研究者を表彰
する「つくば賞」及び科学技
術立県「いばらき」をＰＲする
ために，日本全国を対象と
し，ナノテクノロジーの分野
において世界的な研究成果
を挙げた研究者を表彰する
「江崎玲於奈賞」などの顕彰
事業を実施するとともに，当
財団が代表構成員を務める
「つくばコングレスセンター」
がつくば国際会議場の管理
運営を県より受託し，県内
への科学技術関連の会議・
学会の誘致に貢献するな
ど，県内科学技術及び産業
の振興に寄与するという，当
財団の事業目的に沿った事
業運営を行っている。

   当財団は，県・市町
村・民間企業からの派
遣職員，嘱託職員など
から構成され，業務の
専門性に応じた適正な
配置がなされており，役
割分担を明確にしたこ
とで，指揮命令系統を
統一し，内部管理体制
を確立している。また，
情報公開規程を定め，
適正な情報公開にあ
たっている。

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に反
映され，計画・実行・見直しが行われて
いるか

法人が行っている事業と当初の設立目
的が適合しているか

組織，人事，財務等の内部管理体制が
適切に整備・運用され，かつ情報公開
による透明性の確保が適切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，ま
た，各事業の採算性がとれているか健全性

効率性

   大部分の基本財産，基金を利率の高い（３．４１％）県債により運用していたが，昨年度末
にこれらが満期を迎え，その運用を国債（２％）に切り替えた。今後は大幅に運用益収入が
減少するため，より一層のコスト縮減等に努めていかなければならない。
   特に，つくば国際会議場の管理運営業務については，指定管理者制度の導入により，当
財団が代表構成員をつとめる「つくばコングレスセンター」が５年間の業務受託をしたため，
計画的かつ効率的に業務を遂行していきたい。

健全性 効率性
   収入見合いの支出を
原則とする予算執行計
画に基づき， 大限の
効果を上げることを念
頭に事業を実施してい
る。当財団は県からの
委託事業等が大きな割
合を占めることから，健
全性については十分な
配慮がなされている。

   職員数・人件費ともに年々減
少する中で，多様な業務に対応
しており，効率性は高まってい
るものと考える。特につくば国
際会議場においては，指定管
理者制度の導入に伴い，組織
のスリム化を図り，個々の能力
を 大限発揮できるよう，適材
適所の配置に努めている。引き
続き施設の稼働率を上げること
により，職員一人あたりの事業
収入を向上させていきたい。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

計画性

組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているか

各評価項目については，「出資法人等経
営評価指標及び評価基準等」を参照

-200%

-150%

-100%

-50%

0%

50%

100%
計画性

目的適合性

組織運営の適正性健全性

効率性

経営評価レーダーチャート
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［法人を担当する課の意見］

法人担当課の意見

①基本財産，基金の運用益が大幅に減少することから，事業内容の見直しも含めたより一
   層の経費削減が求められる。
②県・民間派遣職員などが適材適所に配置され，その専門性が活かされている。
③事務の効率化，組織のスリム化を図りながら機動力のある事業推進を図る必要がある。

取
 

組
 

状
 

況

－ － －

第
４
次
行
財
政
改
革
大
綱
等
の
推
進
工
程

推進事項

１　つくば国際会議場の利用促進
　　   効果的な広報宣伝活動や学術系を中心とした国際会議等の誘致などにより平成２０
    年度までに1,800件の利用促進を図る。
２　つくば国際会議場の指定管理料の削減
　　   効率的な管理運営を推進することにより，経費の節減に努め，平成２０年度までに指
    定管理料を136,060千円まで縮減する。
３　科学技術に関する県民理解の促進
　　   「つくばサイエンスツアー推進事業」及び「サイエンスカフェ事業」について，平成１９年
    度から当該事業の取り扱い等について県と協議を開始する。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

計
　
　
　
画

・効果的な広報宣伝活動や学術系を中
  心とした国際会議等の誘致に取り組
  むことによりつくば国際会議場の利
  用促進
  （平成１８年度目標：1,700件）

・効率的な管理運営を推進することによ
  り，経費の節減に努め，つくば国際会
  議場の指定管理料の縮減
  （平成１８年度目標：146,600千円）

・効果的な広報宣伝活動や学術系を
  中心とした国際会議等の誘致に取り
  組むことによりつくば国際会議場の
  利用促進
  （平成１９年度目標：1,750件）

・効率的な管理運営を推進することに
  より，経費の節減に努め，つくば国
  際会議場の指定管理料の縮減
  （平成１９年度目標：141,330千円）

・「つくばサイエンスツアー推進事業」
  及び「サイエンスカフェ事業」の今後
  のあり方について，県と協議を開始

・効果的な広報宣伝活動や学術系を中
  心とした国際会議等の誘致に取り組
  むことによりつくば国際会議場の利用
  促進
   （平成２０年度目標：1,800件）

・効率的な管理運営を推進することに
  より，経費の節減に努め，つくば国際
　会議場の指定管理料の縮減
  （平成２０年度目標：136,060千円）

・「つくばサイエンスツアー推進事業」及
  び「サイエンスカフェ事業」について，
  Ｈ１９年度の協議結果を踏まえた対応

   基本財産，基金の運
用益が大幅に減少する
ことから，事業内容の
見直しも含めた経費削
減がより一層求められ
る。

   人員・人件費の削減が図
られている。今後は引き続き
経費節減に努めるとともに，
施設稼働率を上げ，一人あ
たありの事業収入を上げて
いく必要がある。

   県，市町村，民間企
業から，それぞれの専
門性を活かした職員が
派遣され，適正に配置
されている。情報公開
に関する制度も整って
おり，ホームページによ
る情報発信も行われて
いる。

   本県の科学技術施策
の推進のため，県民の
科学技術への関心を醸
成する事業 が計画的に
実施しており，参加者ア
ンケート調査による意見
も事業に反映するよう努
めている。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
   設立以来の機関事
業である「つくば賞」や
「江崎玲於奈賞」等の
顕彰事業を実施するこ
とにより，県外に視野
を広げて本県をＰＲす
るなど，その目的に適
合した活動を積極的に
行っている。
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［総合評価］

から県民のみなさまへ＞＜ 財団法人茨城県科学技術振興財団

　 茨城県には世界的にも有数の科学技術・産業技術の集積があります。当財団では，このような恵まれた環境を
有効に活用して，研究開発を促進し，その成果を県民に分かりやすく伝えるとともに，「科学技術立県いばらき」を
世界に向けて積極的に情報発信していきたいと考えています。
　 今後とも効率的・効果的な事業運営に努め，本県の科学技術振興を図ってまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年２月　　理事長　　江崎　玲於奈

総合的所見等
に係る対応

   つくばコングレスセンターの代表団体として，当会議場の知名度と利用率の向上に努めて
いく。また，本県にとって重要課題である，霞ヶ浦水質浄化に係るプロジェクトを積極的に進
めるため，霞ヶ浦環境科学センターや開発型企業と連携した取り組みを強化するなど，あら
ゆる努力と工夫をもって事業を推進するとともに今後の事業展開のあり方について検討を
行うよう指導していく。
   さらに，事業内容，事業規模に見合った組織の適正化を図るため，検証・指導を徹底して
いくとともに，職員に対しては，経費節減に関する意識をあらゆる機会を捉えて醸成させて
いく。
   基本財産についても，安定的な運用を図るため，常に金融動向を注視し，運用の 適化
を念頭に置きながら資金管理を行うよう，指導していく。

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

   つくば国際会議場の管理運営については，従来当法人のみで受託していたが，平成１８
年度からは，当法人が代表団体となっている「つくばコングレスセンター」が指定管理者とな
り運営されていることや霞ヶ浦水質浄化プロジェクト研究開発事業が縮減されることなど，当
法人を取り巻く経営環境は大きく変化している。
   環境変化に対応した組織のスリム化，経費節減に取り組むとともに，今後の事業展開の
あり方について検討を行う必要がある。
   なお，基本財産を県債から国債へと運用先を変更しているが，金融情勢の変化に注意
し，適切な基本財産の運用を図る必要がある。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性 組織運営の適正性 健全性 効率性
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